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何度目の延長戦、英ＥＵ交渉は継続  

 ～泣いても笑ってもあと 17 日～ 
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◇ 英ＥＵは13日、将来関係協議を継続することで合意。決断の日とみられた13日を過ぎてなお両者

が協議継続を選択したことからは、厳しい言葉の応酬とは裏腹に英ＥＵ双方が合意を望んでいる

ことを示唆する。年末の期限が近づくなか、合意に向けたぎりぎりの交渉が続けられる。 

 

膠着状況にある英国とＥＵの将来関係協議は、ジョンソン首相とフォン・デア・ライエン委員長

の９日夜の会談で13日までの継続協議が決まった後、事態に目立った進展がないまま週末を迎え、

このまま協議が打ち切られるとの不安も高まっていた。だが、13日に電話で会談した両者は「交渉

は期限切れを繰り返しているが、このぎりぎりの段階で合意が実現できるかを判断するため、この

時点でもう一段の努力を続ける責務がある点で一致した」とし、合意に向けて今後も協議を継続す

ることを確認した。新たな協議期限は設定されていない。 

ジョンソン首相は協議延長が決まった後も、主要課題で両者の見解には大きな相違があるとし、

ＦＴＡ合意なしで移行期間が終了する可能性があることを示唆している。欧州委員会はこれに先駆

けた10日、将来関係協議が合意できずに移行期間が終了する事態に備え、英国が同様の措置を受け

入れることを条件に、英ＥＵ間の空運・陸運の６ヶ月間の運航継続と、英ＥＵ海域で１年間の相互

の漁業継続を認める措置を発表していた。英国は合意なし時にＥＵ漁船の英海域での航行を阻止す

るために軍艦を派遣する可能性を示唆しており、特に漁業分野でのＥＵ側の非常時対応を牽制して

いる。英国側のこうした言動は、合意に向けたＥＵ側の譲歩を促すとともに、合意に必要な最終段

階での新たな妥協に向けた国内の離脱派への政治的な配慮、さらには対応の遅れが目立つ移行期間

終了への準備加速（合意ありでも通関手続きやＥＵ規制の再取得などの対応が必要）を促す狙いが

あると考えられる。ＥＵ側は逆に、ドイツのメルケル首相やフランスのマクロン大統領との直接対

話を求めるジョンソン首相の提案を拒否することで、英国側の譲歩を促している。 

残された問題のうち漁業は、ＥＵ側がどの程度の漁獲量を手放すか、手放すまでにどの位の暫定

期間を設定するか、双方が歩み寄る形で決着する可能性が高い。公平な競争条件は、ＥＵルールの

変更に合わせて英国もルールを変更するラチェット条項や、英国が将来的にＥＵルールから大幅に

逸脱する場合、ＥＵ側が一方的な報復措置を実行できる条項の導入は見送られ、調停パネルの設置

などを通じた解決策が図られる形で決着すると予想する。 

最後通牒ともみられた13日の合意期限を過ぎてなお英ＥＵ双方が協議継続を選択したことからは、

厳しい言葉の応酬とは裏腹に両者が合意を望んでいることを示唆する。年末の最終期限が近づくな

か、来週後半にはクリスマス休暇も控え、残された時間は少ない。クリスマス休暇明けの年内最終

週の緊急採決や議会承認を待たずに暫定発効することも視野に、ぎりぎりの交渉が続けられる。 
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